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総 官 企 第 １ ９ ８ 号 

平成２０年４月１５日 

 
各都道府県企画・地域振興担当部長 殿 
（子ども農山漁村交流プロジェクト担当課扱い） 
 

総務省大臣官房参事官 
塚 田    桂 祐 

 
 
「子ども農山漁村交流プロジェクト」における地方単独事業について 

 
 平素より、地域の振興に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 
 総務省、文部科学省及び農林水産省の３省連携による本プロジェクトの円滑な実施に

向け、これまでもそれぞれの地域の実情に応じて、推進体制の整備等について取組をお

願いしてきたところですが、この度、地方単独事業の考え方等について下記のとおり取

りまとめましたので、お知らせいたします。 
なお、各都道府県内の市区町村に対しても本通知について周知されますようお願いい

たします。 
 
記 

 
１ 基本的考え方 

 
「子ども農山漁村交流」は、農山漁村での宿泊体験や自然体験を通じて、学ぶ意欲

や自立心、思いやりの心、規範意識などを育み、力強い子どもの成長を支えることを

目的とする。あわせて、子どもを受け入れる地域の活性化や交流による地域間の相互

理解の深化にも寄与することを目的とする。 
このプロジェクトは、５年後に、全国の小学校において１学年規模での農山漁村と

の交流を行うことを目標としており、先般改訂された学習指導要領にも、集団宿泊活

動、自然体験活動の重要性が一層明確化されたところである。この目標の実現のため

には、それぞれの地域において地域の実情に応じた独自の取組（地方単独事業）を幅

広く実施していくことが重要である。 
総務省としては、文部科学省、農林水産省等の関係省庁と連携しつつ、地域活性化

等の観点から、このような地方単独事業を積極的に支援することとしている。 
このプロジェクトにおける交流は、必ずしも大都市から農山漁村への一方的な流れ
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のみを前提としているものではなく、例えば、地方都市から周辺農山漁村、あるいは

山村から漁村等多様な交流を想定している。地方単独事業については、大都市圏は格

別として、同一都道府県内の交流（受入側の市町村と学校側（送り側の市町村）が同

一都道府県内）や同一市町村内での交流も活発に行われることが期待される。 
なお、国の受入モデル地域を擁する市町村においては、都市の子どもを受け入れる

だけでなく、積極的に、子どもを送り出すことが期待される。 
 
 
２ 推進体制 

 
本プロジェクトを円滑に推進することを目的に、関係者の連携の強化等を図るため、

総務省・文部科学省・農林水産省の３省、知事、市長、町村長及び学識経験者から構

成される全国推進協議会を近く設置する予定である。 
都道府県においても、地域振興、農林水産、教育等の関係部局を通じた部局横断的

な推進体制を構築の上、情報提供等を通じて市町村の取組を支援するとともに、都道

府県内における気運醸成を図ることが期待される。 
更に、事業推進に当たり、都道府県においては都道府県推進協議会を、子どもの受

け入れに係る市町村においては受入地域協議会を活用することが重要である。いずれ

の協議会についても、既存組織の活用と新規の設置とが考えられるが、新規に設置す

る場合、都道府県推進協議会については、例えば、都道府県、関係市町村、送り側の

学校関係者、青少年教育団体、ＮＰＯ関係者、自治会・町内会、消防団等の受入側の

地域コミュニティの代表者等、受入地域協議会については、関係市町村、受入側の地

域コミュニティの代表者等により組織することが考えられる。 
都道府県推進協議会は、以下①~③のような取組を行うことが考えられる。 

① 都道府県内の交流計画、受入地域拡大計画等の都道府県推進計画の検討・

策定 
② 都道府県の受入地域等を対象とする農山漁村での体験活動の意義や教育効

果、子どもを受け入れるための留意点等に関する研修会の開催 
③ 都道府県内の市町村間の連携体制を構築するための説明会や検討会等の開

催 等 
受入地域協議会は、以下④~⑤のような取組を行うことが考えられる。 

④ 受入地域づくりに向けたワークショップの運営 
⑤ 子どもの受入を行う農家、団体等に対する安全対策等の実務研修会の開催 

等 
 
３ 事業のポイント 
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地方単独事業としての交流の具体的内容は、このプロジェクトの趣旨を踏まえつつ、

関係団体・機関において地域の実情に応じて決定すべきものであるが、以下の点につ

いて留意されたい。 
 
（活動プログラム） 
「子ども農山漁村交流」は、「１ 基本的考え方」のとおり、子どもの成長を支え

る教育活動の一環であり、この観点から、地方単独事業として行う活動のプログラム

にも、農山漁村体験や地域との交流等を含めることが重要である。また、子どもの教

育と地域活性化に資するように、地域の創意工夫に基づき、地域の特性を活かしたプ

ログラムとすることが望ましい。 
活動プログラムの策定に当たっては、受入側の周辺地域も含め、いわゆる団塊の世

代の退職者等、豊富な経験を有する地域の人材や青少年教育団体、自治会・町内会、

消防団等の多様な地域コミュニティを活用することが重要である。また、子どもの安

全確保の観点も含め受入側の市町村と学校側（送り側の市町村）とが事前に十分な連

絡・調整を行うことが重要である。その際、受入側の市町村と学校側の調整を円滑に

進めるために、受入側の市町村、学校内からコーディネーターを選任しその任にあた

らせる、または、外部の人材をコーディネーターとして活用することも有効である。 
 

（宿泊先） 
子どもの宿泊先については、（１）農林漁家（民泊）、（２）農山漁村における民宿

（農林漁家（民泊）以外）、（３）廃校を利用したもの等地域の特色ある宿泊施設、（４）

国公立の少年自然の家等の青少年教育施設が想定される。このうち、（４）の施設を

利用する場合、このプロジェクトの趣旨に沿って、活動プログラムにおいて、できる

限り地域のコミュニティとの交流が図られるよう留意する必要がある。このような観

点から、（４）の施設への宿泊と上記の農林漁家等への宿泊とを組み合わせることも

有効である。 
 

（活動時期・期間） 
活動時期については、活動プログラムにもよるが、夏休み等に限定されるものでは

なく、総体として年間を通じ様々な時期に行われることが望ましい。また、活動期間

は、地域の実情に応じて柔軟に設定するものであるが、２日間~１週間程度となるこ

とが想定される。 
活動時期や活動期間の決定等に当たっては、活動プログラムと同様受入側の市町村

と学校側（送り側の市町村）等の間での十分な調整が必要となる。また、都道府県内

の特定の地域における「子ども農山漁村交流」の実施時期が一定の時期に集中しない



4 
 

よう留意する必要があり、この観点から、都道府県が調整を行い、都道府県内の交流

計画等を策定することも有効である。 
 

（同一都道府県内の交流や同一市町村内の交流等） 
地方単独事業の円滑な実施という観点からは、大都市圏を除き、同一都道府県内の

交流が主体となることが想定される。また、広域な市町村においては、同一市町村内

の交流も選択肢として検討されたい。学校と受入地域の円滑なマッチングの観点から、

前述したとおり、都道府県が調整を行い、交流計画等を策定することも有効である。 
更に、都道府県においては、域内交流のモデル的な学校や受入地域を設けることも

事業促進の観点から有効である。 
 
（子ども農山漁村交流の位置づけ） 
集団宿泊活動、自然体験活動の推進については、改訂された学習指導要領において

もその重要性が明確化されたところであるが、「子ども農山漁村交流」を、例えば、

特別活動や理科、社会科等の教科に位置づけて行う等が考えられる。 
 
（人材の養成・活用、気運醸成） 
本プロジェクトの成否は、地域における人材の養成・活用如何にかかっている。こ

のため、地域内の人材を養成・活用することはもとより、必要に応じ、地域外から専

門家、コーディネーター、学生を含めたボランティア等、多様な人材を活用すること

が重要である。また、保護者をはじめ関係者の理解を深め、本プロジェクトの全国展

開に向けた気運醸成を図ることが不可欠である。 
都道府県・市町村においては、セミナー、研修等による人材の育成とともに、様々

な媒体を活用してこのプログラムに関する PR と気運醸成を図ることが期待される。 
総務省としても、平成 20 年度において、全国各地において、関係地方公共団体と

連携して、地方セミナーの開催等により、優れた事例などについて情報提供等の支援

を行うとともに、子ども農山漁村交流の気運醸成を図ることとしている。また、総務

省は、全国市町村国際文化研究所と連携しつつ、市町村関係者、地域リーダー等に対

する研修を予定して（7 月 28 日～29 日）いる。これらのセミナーや研修に対し、関

係者の積極的な参加が期待される。 
なお、「頑張る地方応援プログラム」において、地域活性化の原動力となる人材を、

市町村に派遣するなどの「地域人材力活性化事業」を実施することとしており、この

事業の活用も積極的に検討願いたい。 
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４ 地方財政措置等 

 
平成２０年度における本プロジェクトについては、以下のスキームのとおり、特別

交付税等の財政措置の対象としている。 
 
（都道府県推進協議会の運営に要する経費） 
・都道府県が都道府県推進協議会を設置し、同協議会が「２ 推進体制」①~③のよ

うな取組を行った場合の経費を都道府県が負担した場合、特別交付税の対象とする。 
 

（市町村の受入地域協議会の運営に要する経費） 
・市町村が受入地域協議会を設置し、同協議会が「２ 推進体制」④~⑤のような取

組を行った場合の経費を市町村が負担した場合、特別交付税の対象とする。 
 
（小学生の集団宿泊活動に要する経費） 
・以下の経費について、受入側の市町村が負担した場合又は受入側の市町村の負担に

対して都道府県が補助金等を交付した場合、特別交付税の対象とする。 
① 施設使用料（宿泊代等） 

※ 少年自然の家等の青少年教育施設を除く 
② 現地移動費 
③ ボランティア・指導者謝金、旅費 等 

・教員事前調査旅費、保険料等の経費について学校側（送り側の市町村）が負担した

場合又は学校側の負担に対して都道府県が補助金等を交付した場合、特別交付税の

対象とする。 
・小学生の集団宿泊活動に要する経費については、同一市町村内において交流を行い、

市町村が経費を負担した場合又は市町村の負担に対して都道府県が補助金を交付

した場合も特別交付税の対象とする。 
 

なお、国のモデル事業等として、同様の経費について委託費等が交付される場合、

特別交付税の対象とはならない。 
また、平成 21 年度以降の地方財政措置のあり方については、平成 20 年度の実績

等も踏まえつつ検討することとする。 
特色ある受入地域整備のため、地域活性化事業債、過疎対策事業債等や地域間交流

施設整備事業費補助金の対象となる場合には、これらの活用も図られたい。 
（以 上） 

 


